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公 示

一般乗合旅客自動車運送事業の申請に対する審査基準について

平成１４年 ７月 １日 公示第 ３号

一部改正 平成１５年 ６月２３日 公示第２５号

一部改正 平成１６年 ７月２７日 公示第５３号

一部改正 平成１７年 ４月２８日 公示第 ８号

一部改正 平成１８年 ９月２７日 公示第５７号

一部改正 平成１９年 ８月 ６日 公示第５５号

一部改正 平成２０年 ６月３０日 公示第２８号

一部改正 平成２１年 ９月３０日 公示第６１号

一部改正 平成２２年 ８月２５日 公示第４４号

一部改正 平成２６年 １月２７日 公示第８６号

一部改正 平成２８年１２月２０日 公示第６４号

一部改正 令和元年 ９月２０日 公示第５２号

一部改正 令和６年 ３月２８日 公示第１２８号

一部改正 令和７年 ４月２４日 公示第 ６号

一般乗合旅客自動車運送事業の申請について、道路運送法（昭和２６年法律第１８３

号）の規定に係る審査基準を下記のとおり定めたので公示する。

平成１４年７月１日

北陸信越運輸局長 武藤 秀一

記

１．許可（道路運送法（以下「法」という。）第４条第１項）

（１）運行の態様の定義

①路線定期運行とは、路線を定めて運行するものであって、設定する運行系統の起終点

及び停留所の時刻設定が定時である運行の形態をいう。

②路線不定期運行とは、路線を定めて運行するものであって、設定する運行系統の起点

又は終点に係る時刻の設定が不定である運行の形態をいう。
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③区域運行は、路線を定めず、旅客の需要に応じた乗合運送を行う運行の形態をいう。

（２）事業の適切性

①路線定期運行又は路線不定期運行を行う場合にあっては、路線の設定が、事業用自動

車の運行上問題のないものであること。

②区域運行を行う場合にあっては、営業区域の設定が、原則、地区単位（大字、字、町

丁目、街区等）とされていること。ただし、地域の実情により、隣接する複数の地区

を営業区域とすることができる。

③路線不定期運行及び区域運行は、利用者利便の確保のため路線定期運行との整合性が

とられているもの（地域公共交通会議又は道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令

第７５号。以下「規則」という。）第４条第２項に規定する協議会（以下「地域公共

交通会議等」という。）で地域交通のネットワークを構築する観点から協議が調って

いること。ただし、交通空白地帯、交通空白時間又は過疎地であって路線定期運行に

よるものが不在である場合等明らかに路線定期運行との整合性をとる必要がない場合

はこの限りではない。）であること。

（３）路線定期運行に係る事業計画等

①営業所

配置する事業用自動車に係る運行管理及び利用者への営業上の対応を行う事務所（営

業所、事務所、出張所等いかなる名称によるかを問わず、当該施設において恒常的に

運行管理等を行う施設）であって、次の各事項に適合するものであること。

（イ）申請者が土地、建物について３年以上の使用権原を有するものであり、以下の挙

証等があること。

・自己保有の場合は、登記簿謄本の提示又は写しの提出があること。

・借用の場合は、契約期間が概ね３年以上の賃貸借契約書の提示又は写しの提出

があること。なお、賃貸借契約期間が３年未満の場合は、契約期間満了時に自

動的に当該契約が更新されると認められるものであること。

（ロ）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、都市計画法（昭和４３年法律第１０

０号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）、農地法（昭和２７年法律第２２９

号）等関係法令の規定に抵触しないものであり、その旨の宣誓書の提出があるこ

と。

（ハ）事業計画及び運行計画を的確に遂行するに足る規模のものであり、適切な運行管

理が図られる位置にあること。

②事業用自動車

（イ）申請者が使用権原を有するものであり、以下の挙証等があること。

・購入する場合にあっては、購入に係る契約書（許可を前提とする仮契約書又は

購入を前提とする見積書を含む。）の提示又は写しの提出があること。

・リース車両については、リース契約期間が概ね１年以上であり、当該契約に係

る契約書（許可を前提とする仮契約書又は契約を前提とする見積書を含む。）の

提示又は写しの提出があること。
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（ロ）道路構造上運行に支障を与えない大きさ、重量であること。

（ハ）乗車定員は、１１人以上であり、かつ、事業計画及び運行計画を的確に遂行する

に足るものであること。ただし、地域公共交通会議等の協議結果に基づく場合、過

疎地、交通空白地帯等で運行する場合等、地域の実情に応じて事業計画及び運行計

画の遂行に必要な輸送力が明らかに確保されると認められる場合には１１人未満の

乗車定員とすることができる。

・事業計画の遂行に必要な輸送力が明らかに確保されている場合とは、旅客の積

み残しがない等、旅客の利便が阻害されない場合とし、その事業計画に応じ個

別に判断するものとする。

③最低車両数

１営業所ごとに、最低５両の常用車及び１両の予備車を配置するものとする。ただし

地域公共交通会議等の協議結果に基づく場合、過疎地、交通空白地帯等で運行する場

合等、地域の実情に応じて事業計画及び運行計画の遂行に必要な輸送力が明らかに確

保されると認められる場合はこの限りでない。

④自動車車庫

（イ）原則として営業所に併設するものであること。ただし、併設できない場合は、営

業所から直線で２キロメートル（特別の事情があると認められる場合においては

この限りではない。）の範囲内にあって運行管理をはじめとする管理が十分可能で

あること。

・特別な事情があると認められる場合とは、地域協議会及び地域公共交通会議等

（以下「地域協議会等」という。）において路線の新設について協議が調ってい

る場合のほか、個別に判断するものとし、土地の利用状況、事業の形態等を勘

案し、「自動車の保管場所の確保等に関する法律施行令第１条第１号の規定に基

づき運輸大臣が定める地域及び運輸大臣が定める距離」（平成３年運輸省告示第

３４０号）に基づき新潟運輸局長が個別に認める基準（平成３年７月１日付け

公示第９８号）によることができる。

（ロ）車両と自動車車庫の境界及び車両相互間の間隔が５０センチメートル以上確保さ

れ、かつ、営業所に配置する事業用自動車の全てを収容できるものであること。

（ハ）他の用途に使用される部分と明確に区画されているものであること。

（ニ）申請者が、土地、建物について３年以上の使用権原を有するものであり、（３）①

（イ）の挙証等があること。

（ホ）建築基準法、都市計画法、消防法、農地法等関係法令に抵触しないものであり、

その旨の宣誓書の提出があること。

（ヘ）事業用自動車の点検、整備（自動車点検基準（昭和２６年運輸省令第７０号）第

６条に規定する調整）及び清掃のための施設が設けられていること。

（ト）車両の出入りに支障のない構造であり、前面道路が車両制限令（昭和３６年政令

第２６５号）に抵触しないものであること。また、前面道路が私道の場合にあって

は、当該私道の通行に係る使用権原を有する者の承認があり、かつ、当該私道に接

続する公道が車両制限令に抵触しないものであること。なお、前面道路（公道）及

び私道に接続する公道について、道路幅員証明書の提出（出入りに支障のないこと
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が明らかな場合を除く。）があること。

（チ）着地において長時間停留する高速バス路線については、着地においても自動車車

庫又は駐車場が確保されていること。なお、着地における自動車車庫の確保につい

ては、共同運行会社との運輸に関する協定においてその使用について明記されてい

れば足るものとし、それ以外の場合は、（ニ）に準ずるものとする。

・長時間停留とは、運行終了後の当該運行に係る運転者の休息期間中における停

留の場合のほか、個別に判断するものとする。

・高速バスとは、専ら一の市町村（特別区を含む。）の区域を超えて設定された概

ね５０キロメートル以上のキロ程の路線において、停車する停留所を限定して

運行する自動車により乗合旅客を運送する形態をいう。

⑤休憩、仮眠又は睡眠のための施設

（イ）原則として、営業所又は自動車車庫に併設するものであること。

（ロ）事業計画を的確に遂行するに足る規模を有し、適切な設備を有するものであるこ

と。

（ハ）申請者が、土地、建物について３年以上の使用権原を有するものであり、（３）①

（イ）の挙証等があること。

（ニ）建築基準法、都市計画法、消防法、農地法等関係法令の規定に抵触しないもので

あり、その旨の宣誓書の提出があること。

（ホ）着地において長時間停留する高速バス路線については、着地においても睡眠施設

（ホテル等の宿泊施設の使用を含む。）が確保されていること。なお、着地におけ

る睡眠施設の確保については、共同運行会社との運輸に関する協定においてその

使用について明記されていれば足るものとし、それ以外の場合は、（ハ）に準ずる

ものとする。

・長時間停留とは、運行終了後の当該運行に係る運転者の休息期間中における停

留の場合とする。

・高速バスとは、専ら一の市町村（特別区を含む。）の区域を越えて設定された概

ね５０キロメートル以上のキロ程の路線において、停車する停留所を限定して

運行する自動車により乗合旅客を運送する形態をいう。

⑥停留所

（イ）事業用自動車の運行上問題のないものであること。

（ロ）申請者が、原則として３年以上の使用権原を有するものであること。

（ハ）道路法（昭和２７年法律第１８０号）、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）

等関係法令の規定に抵触しないものであり、関係機関が行う道路占用許可、道路使

用許可を得ているか若しくは確実に得られる見込みのあるものであること。

⑦運行計画

『「一般乗合旅客自動車運送事業の運行計画の届出等の処理要領について」（平成１３

年９月２７日付け国自旅第９０号）』に定めるところによるクリームスキミング的運

行を前提とするものでないこと。

⑧自動運行旅客運送を行う場合の取扱い

規則第６条第１項第８号に規定する自動運行旅客運送の用に供する事業用自動車の自
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動運行装置に係る使用条件が記載された書類が提出されていること。

⑨特定自動運行旅客運送を行う場合の取扱い

（イ）規則第６条第１項第９号に規定する特定自動運行旅客運送に係る道路交通法第７５条の

１２第２項に規定する申請書の写しその他の同条第１項の許可の見込みに関する書類が

提出されていること。

（ロ）旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４号、以下「運輸規則」という。）

第１５条の２ に規定する特定自動運行保安員の選任数及びその考え方並びに配置場所

が明示され、かつ事業計画を遂行するにあたり輸送の安全の観点から適切なものである

こと。

（ハ）特定自動運行保安員が乗務しない場合にあっては、旅客自動車運送事業運輸規則第１

５条の２第２項第２号イに定める装置が当該特定自動運行旅客運送の用に供する事業

用自動車に備えられていること。

（４）路線不定期運行に係る事業計画等

①営業所、事業用自動車、自動車車庫、休憩仮眠施設は、（３）①②④⑤に準ずるもの

であること。

②最低車両数は、１営業所ごとに、最低３両を配置するものとする。ただし、地域公共

交通会議等の協議結果に基づく場合等、地域の実情に応じて事業計画の遂行に必要な

輸送力が明らかに確保されると認められる場合はこの限りでない。

③当該運行系統の設定が、事業用自動車の運行上問題のないものであること。

④乗降地点が、（３）⑥に準ずるものであること。

⑤運行系統に係る時刻の設定については、次のいずれかによるものとする。

（イ）発車時刻のみが設定されているものであること。

（ロ）到着時刻のみが設定されているものであること。

（ハ）発車時刻又は到着時刻のいずれもが設定されていない場合には、他の交通機関の

終着時刻に依存するものであること又は旅客の需要に応じたものであること。

⑥自動運行旅客運送を行う場合の取扱い

（３）⑧に準ずるものであること。

⑦特定自動運行旅客運送を行う場合の取扱い

（３）⑨に準ずるものであること。

（５）区域運行に係る事業計画等

①営業所、事業用自動車、自動車車庫、休憩仮眠施設は、（３）①②④⑤に準ずるもの

であることとし、営業所は営業区域内にあることを要するものとする。ただし、地域

の実情により、適切な運行管理が図られる地理的範囲内に営業所があると認められる

場合は、この限りでない。

②最低車両数は、（４）②に準ずるものであること。

③当該運送の区間の設定が、事業用自動車の運行上問題のないものであること。

④運送の区間ごとに発車時刻若しくは到着時刻又は運行間隔時間のいずれかが設定され

ているものであること。なお、発車時刻は、営業所について、到着時刻は、目的地に
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ついて定めることを原則とする。ただし、運行間隔時間を設定する場合であって、地

域公共交通会議等の協議結果に基づく一定の時間帯別の運行回数等が明示されている

ときにはこの限りでない。

⑤通信施設等を利用して事前予約等に応じた乗合運行の形態となっているものであるこ

と。

⑥自動運行旅客運送を行う場合の取扱い

（３）⑧に準ずるものであること。

⑦特定自動運行旅客運送を行う場合の取扱い

（３）⑨に準ずるものであること。

（６）管理運営体制

①法人にあっては、当該法人の業務を執行する常勤役員のうち１名以上が専従するもの

であり、かつ、専従する役員のうち１名は、（９）①の法令試験に合格した者である

こと。ただし、一般乗用旅客自動車運送事業者が、区域運行の態様に限定して許可を

受けるに当たり、当該運行に必要な法令の知識を有するものとして、法令試験を免除

された場合を除く。

②営業所ごとに、運輸規則第４７条の９に規定する要件を満たす常勤の運行管理者を確

保する管理計画があること。

③運行管理を担当する役員等運行管理に関する指揮命令系統が明確であること。

また、複数の運行管理者を選任する営業所にあっては、運行管理者の業務を統括する

運行管理者が運行管理規程により明確化されていることを含め、運行管理責任が分散

しないような指揮命令系統を有するものであること。

④自動車車庫を営業所に併設できない場合は、自動車車庫と営業所との連絡網が規定さ

れている等、常時密接な連絡をとれる体制が整備されているとともに、原則として、

対面による点呼等が確実に実施される体制が確立されていること。

なお、着地において長時間停留する高速バス路線で、着地における運転者への点呼の

場合等、対面して行うことが困難であると認められる場合にあっては、電話等の方

法により行うこと。

⑤事故防止等についての教育及び指導体制を備え、かつ、事故の処理及び自動車事故報

告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）に基づく報告等の責任体制その他緊急時の

連絡体制及び協力体制について明確に整備されていること。

なお、事故防止等についての教育及び指導体制には、旅客又は公衆に対する公平かつ

懇切な取扱いに関するものも含むものであること。

⑥上記②～⑤の事項等を明記した運行管理規程等が定められていること。

⑦原則として、常勤の有資格の整備管理者の選任計画があること。ただし、一定の要件

を満たすグループ企業（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号及び第４号

に定める子会社及び親会社の関係にある企業及び同一の親会社を持つ子会社をいう。）

に整備管理者を外部委託する場合は、事業用自動車の運行の可否の決定等整備管理に

関する業務が確実に実施される体制が確立されていること。

⑧運輸規則第３条の規定するところにより、利用者等からの苦情を処理することが可能
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な体制が整備されていること。

（７）運転者等

①事業計画及び運行計画を遂行するに足る員数の有資格の運転者を常時選任する計画が

あること。この場合の計画は、適切な乗務割、労働時間を前提としたものであること。

②規則第６条第１項第９号に規定する特定自動運行旅客運送を行う場合にあっては、事業計

画を遂行するに足る員数の特定自動運行保安員を常時選任する計画があること。

③これらの場合、適切な乗務割、労働時間を前提としたものであること。

④運転者及び特定自動運行保安員は、運輸規則第３６条第１項各号に該当する者でない

こと。

（８）資金計画

①所要資金の見積りが適切であり、かつ、資金計画が合理的かつ確実なものであること。

なお、所要資金は次の（イ）～（ト）の合計額とし、各費用ごとに以下に示すところ

により計算されているものであること。

（イ）車両費 取得価格（未払金を含む）又はリースの場合は１年分の賃借料等

（ロ）土地費 取得価格（未払金を含む）又は１年分の賃借料、敷金等

（ハ）建物費 取得価格（未払金を含む）又は１年分の賃借料、敷金等

（ニ）機械器具及び什器備品 取得価格（未払金を含む）

（ホ）運転資金 人件費、燃料油脂費、修繕費等の２か月分

（ヘ）保険料等 保険料及び租税公課（１年分）

（ト）その他 創業費等開業に要する費用（全額）

②所要資金の５０％以上、かつ、事業開始当初に要する資金の１００％以上の自己資金

が、申請日以降常時確保されていること。なお、事業開始当初に要する資金は、次の

（イ）～（ハ）の合計額とする。

（イ）①（イ）に係る頭金及び２か月分の分割支払金、又は、リースの場合は２か月分

の賃借料等。ただし、一括払いによって取得する場合は、①（イ）と同額とする。

（ロ）①（ロ）及び（ハ）に係る頭金及び２か月分の分割支払金、又は、２か月分の賃

借料及び敷金等。ただし、一括払いによって取得する場合は、①（ロ）及び（ハ）

と同額とする。

（ハ）①（ニ）～（ト）に係る合計額

③規則第 ６条第１項第２号に規定する添付書類は、別添様式を例とする。

なお、自己資金には、当該申請事業に係る預貯金のほか、預貯金以外の流動資産を含

めることができることとし、以下により確認するものとする。

（イ）預貯金額については、申請日時点及び処分までの適宜の時点の残高証明書等の提

示又は写しの提出をもって確認することとする。

（ロ）預貯金以外の流動資産額については、申請日時点の見込み貸借対照表等の提出に

より確認することとする。

（ハ）従前から運行が行われていた路線を廃止すると同時に当該事業者の関連会社等が

引き続き運行を行う等、明らかに事業の継続性が認められる事案については、廃
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止する事業者の運行実績を踏まえた２か月分の収入見込み額を自己資金の一部と

みなすことができるものとする。

④その他規則第６条第１項第８号から第１１号に規定する添付書類を基本とし審査する

こととする。

（９）法令遵守

①申請者又は申請者が法人である場合にあってはその法人の役員で業務を執行する常勤

で専従する役員のうち１名が、一般乗合旅客自動車運送事業の遂行に必要な法令の知

識を有するものであること。

なお、法令の知識については、別に定める法令試験によって判断するものとする。

なお、一般乗用旅客自動車運送事業者が、区域運行の態様に限定して許可を受ける場

合にあっては、当該運行に必要な法令の知識を有するものとみなす。

②健康保険法、厚生年金法、労働者災害補償保険法、雇用保険法（以下「社会保険等」

という。）に基づく社会保険等加入義務者が社会保険等に加入すること。

なお、「（健康保険・厚生年金保険）新規適用届（写）」及び「労働保険／保険関係成

立届（写）」等の確認書類、宣誓書など、社会保険等加入義務者が社会保険等に加入

する計画があることを証する書面の提出があること。

③申請者又は申請者が法人である場合にあってはその法人の業務を執行する常勤の役員

（いかなる名称によるかを問わず、これと同等以上の職権又は支配力を有する者を含

む。以下同じ。）（以下「申請者等」という。）が、次の（イ）～（リ）のすべてに該

当する等法令遵守の点で問題のないこと。

（イ）法、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）、タクシー業務適正化特別措

置法（昭和４５年法律第７５号）及び特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客

自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平成２１年法律第６４号）

等の違反により申請日前３か月間及び申請日以降に５０日車以下の輸送施設の使用停

止処分又は使用制限（禁止）の処分を受けた者

（当該処分を受けた者が法人である場合における処分を受けた法人の処分を受ける原

因となった事項が発生した当時、現にその法人の業務を執行する常勤の役員として在

任していた者を含む。）ではないこと。

（ロ）法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法等の違反により申請日前６か月間及び申請日以降に５０日車を超え１９０日車以下

の輸送施設の使用停止処分又は使用制限（禁止）の処分を受けた者（当該処分を受け

た者が法人である場合における処分を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が

発生した当時現にその法人の業務を執行する常勤の役員として在任していた者を含

む。）ではないこと。

（ハ）法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法等の違反により申請日前１年間及び申請日以降に１９０日車を超える輸送施設の使

用停止処分又は使用制限（禁止）の処分を受けた者（当該処分を受けた者が法人であ
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る場合における処分を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が発生した当時現

にその法人の業務を執行する常勤の役員として在任していた者を含む。）ではないこ

と。

（ニ）自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成１３年法律第５７号）に基

づき申請日前２年間及び申請日以降に営業の停止命令、認定の取消し又は営業の廃止

命令の処分を受けた者（当該処分を受けた者が法人である場合においては、当該処分

を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が発生した当時、現にその法人の業務

を執行する常勤の役員として在任していた者を含む。）ではないこと。

（ホ）法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法等の違反により、輸送の安全の確保、公衆の利便を阻害する行為の禁止、公共の福

祉を阻害している事実等に対し改善命令を受けた場合にあっては、申請日前に当該命

令された事項が改善されていること。

（ヘ）申請日前１年間及び申請日以降に自らの責に帰する重大事故を発生させていない

こと。

（ト）申請日前１年間及び申請日以降に特に悪質と認められる道路交通法の違反（酒酔

い運転、酒気帯び運転、過労運転、薬物等使用運転、無免許運転、無車検（無保険）

運行及び救護義務違反（ひき逃げ）等）がないこと。

（チ）旅客自動車運送事業等報告規則（昭和３９年運輸省令第２１号）、貨物自動車運送

事業報告規則（平成２年運輸省令第３３号）、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通省令第１１０号）及び自動車事故報

告規則に基づく各種報告書の提出を適切に行っていること。

（リ）申請者等が、一般旅客自動車運送事業又は特定旅客自動車運送事業の許可の取消

しを受けた事業者において当該取消処分を受ける原因となった事項が発生した当時

現に運行管理者であった者であって、申請日前５年間に法第２３条の３の規定によ

る運行管理者資格者証の返納を命じられた者ではないこと。

（１０）損害賠償能力

旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、

身体又は財産の損害を賠償するために講じておくべき措置の基準を定める告示（平成

１７年国土交通省告示第５０３号）で定める基準に適合する任意保険又は共済に計画

車両全てが加入する計画があること。ただし、公営の事業者はこの限りでない。

（１１）許可に付す条件

①１（９）①により、区域運行に必要な法令の知識を有するものとみなした場合におい

ては、当該運行の態様に限定する条件を付すこととする。

②運輸開始までに社会保険等加入義務者が社会保険等に加入する旨の条件を付すことと

する。

２．事業計画の変更の認可（法第１５条第１項）
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（１）１（２）～（８）、（１０）の定めるところに準じて審査するものとする。なお、

１（９）①の規定により、区域運行の態様に限定して許可を受けた一般乗合旅客自

動車運送事業者による他の運行の態様の追加に係る事業計画の変更の認可申請につ

いては、前段に加えて、１（９）①の定めるところに準じて審査することとする。

（２）事業規模の拡大となる申請については、申請者等が以下の①～⑧のすべてに該当

する等、法令遵守の点で問題のないこと。ただし、申請者の営業政策が申請の主た

る目的ではないと明らかに認められる場合においてはこの限りではない。

①法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準特

定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法等の違反により申請日前３か月間及び申請日以降に５０日車以下の輸送施設の使

用停止処分又は使用制限（禁止）の処分を受けた者（当該処分を受けた者が法人で

ある場合における処分を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が発生した当

時、現にその法人の業務を執行する常勤の役員として在任していた者を含む。）で

はないこと。

②法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準特

定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法等の違反により申請日前６か月間及び申請日以降に５０日車を超え１９０日車以

下の輸送施設の使用停止処分又は使用制限（禁止）の処分を受けた者（当該処分を

受けた者が法人である場合における処分を受けた法人の処分を受ける原因となった

事項が発生した当時現にその法人の業務を執行する常勤の役員として在任していた

者を含む。）ではないこと。

③法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準特

定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法等の違反により申請日前１年間及び申請日以降に１９０日車を超える輸送施設の

使用停止処分又は使用制限（禁止）の処分を受けた者（当該処分を受けた者が法人

である場合における処分を受けた法人の処分を受ける原因となった事項が発生した

当時現にその法人の業務を執行する常勤の役員として在任していた者を含む。）では

ないこと。

④自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律に基づき申請日前２年間及び申請日

以降に営業の停止命令、認定の取消し又は営業の廃止命令の処分を受けた者（当該

処分を受けた者が法人である場合においては、当該処分を受けた法人の処分を受け

る原因となった事項が発生した当時、現にその法人の業務を執行する常勤の役員と

して在任していた者を含む。）ではないこと。

⑤法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法及び特定地域及び準特

定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法等の違反により、輸送の安全の確保、公衆の利便を阻害する行為の禁止、公共の

福祉を阻害している事実等に対し改善命令を受けた場合にあっては、申請日前に当

該命令された事項が改善されていること。

⑥申請日前１年間及び申請日以降に自らの責に帰する重大事故を発生させてないこ

と。



- 11 -

⑦申請日前１年間及び申請日以降に特に悪質と認められる道路交通法の違反（酒酔い

運転、酒気帯び運転、過労運転、薬物等使用運転、無免許運転、無車検（無保険）

運行及び救護義務違反（ひき逃げ）等）がないこと。

⑧旅客自動車運送事業等報告規則、貨物自動車運送事業報告規則、高齢者、障害者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則及び自動車事故報告規則に基づく各

種報告書の提出を適切に行っていること。

・事業規模の拡大となる申請は以下のものをいう。

（イ）運行の態様の変更（増加する場合に限る。）に伴う当該事業計画変更に係

るもの。

（ロ）路線の新設に係るもの。

（ハ）自動車車庫の新設、位置の変更（収容能力の拡大を伴うものに限る。）及

び収容能力の拡大に係るもの。

（ニ）各路線に配置する事業用自動車のうち、長さ、幅、高さ又は車両総重量

が最大であるものの当該長さ、幅、高さ又は重量の増加に係るもの。

・申請者の営業政策が申請の主たる目的ではないと明らかに認められる場合とは、

以下のものをいう。

（イ）続行便の運行実績が相当数に及ぶ場合又は混雑率が相当高い場合等で、

利用者利便の改善を主たる目的として行う、必要限度までの大型車両の

導入、増車又は迂回路線等の開設。

（ロ）経営効率化等の一環として系列子会社へ路線を移管する場合で、路線及

び運行内容が、移管前後で概ね同一であるもの。

（ハ）道路整備、都市計画整備に伴う車庫の移設で当該車庫の収容能力が拡大

する場合等

（ニ）路線の開設、輸送力の増強等の拡大施策が、地方公共団体等が実施する

地域整備計画に組み込まれているものである場合。

（ホ）当該申請が、地域協議会等において協議が調っている場合、道路の付け

替え等に伴う必然的な路線の乗せ替えの場合及び地元からの新設要望に

基づく場合（需要施設等の規模、要望の頻度、要望経緯等に基づいて総

合的に判断されたもの。）のほか、個別に判断するものとする。

（ヘ）高速バス路線の新設において、地方公共団体の長又は議会から、その新

設目的及び新設事業者を具体的に示して、生活交通の確保、地域活性化

等公共の福祉の増進に資する内容の路線新設等に係る要望書が提出され

ている場合（ただし共同運行会社を除く他の一般乗合旅客自動車運送事

業者が不在の場合に限る。）

・一般乗合旅客自動車運送事業を経営しない系列子会社の役員のうち、非常勤役

員又は常勤非常勤の別を問わず監査役は、２（２）①～④の役員には該当しな

いものとする。

（３）経過措置

平成１４年１月３１日現在で一般乗合旅客自動車運送事業を行っている者に係る１
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（３）③、⑤の基準については、以下のとおり取り扱うこととする。

①同日現在で基準を満たしていなかった営業所（その後基準を満たしたものを除く。）

については、１（３）③は適用しない。

②同日現在で基準を満たしていなかった休憩、仮眠又は睡眠のための施設（その後

基準を満たしたものを除く。）については、１（３）⑤は適用しない。

３．事業の譲渡譲受の認可（法第３６条第１項）

事業を譲り受けようとする者について、１（２）～（１１）の定めるところに準じて

審査するほか、以下のとおり行うこととする。ただし、グループ企業間の譲渡譲受で

あって、譲渡譲受前後で事業計画が概ね同一である場合には１（９）③（ニ）～（リ）

は適用しない。

（１）譲受人が、一般乗合旅客自動車運送事業を行っている者（以下「既存事業者」と

いう。）の場合には、当該譲受人に対して実施する１（９）①の法令試験を省略する。

（２）２（３）に規定する経過措置（①を除く。）を準用するものとする。

（３）譲渡譲受事案の資金計画にあっては、譲渡譲受契約により取得する事業用資産を

所要資金項目の対象外とし、流動資産額については、譲渡譲受時点の見込み貸借対

照表の提出により確認するものとする。

（４）対象となる路線における事業の全部を譲渡譲受の対象とするものに限り適用する

こととし、それ以外の事業の一部譲渡については、事業計画及び運行計画の変更の

手続きによるものとする。

（５）譲渡譲受の対象となる財産のうち、国庫補助金により取得した財産であって、補

助要綱等で定める処分制限期間内の財産の有無を確認し、当該処分制限期間内の財

産がある場合には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年

法律第１７９号）（以下「補助金適正化法」という。）第２２条に基づく財産処分の

承認を受けさせること。

なお、補助要綱等で定める処分制限期間内の財産の有無については、処分制限期間

内または外であることが確認できる書類の添付を求めて確認し、処分制限期間内の

財産がある場合には、当該財産処分の承認の申請の有無により確認することとする。

４．合併、分割又は相続の認可（法第３６条第２項又は法第３７条第１項）

合併若しくは分割により事業を承継する法人又は相続人について、１（２）～（１１）

の定めるところに準じて審査するほか、以下のとおり行うこととする。ただし、グル

ープ企業間の合併若しくは分割であって、合併若しくは分割前後で事業計画が概ね同

一である場合には１（９）③（ニ）～（リ）は適用しない。

（１）合併又は分割後において存続する事業者若しくは相続人が既存事業者の場合には、

当該既存事業者たる法人の役員若しくは相続人に対して実施する１（９）①の法令

試験を省略する。

（２）２（３）に規定する経過措置（①を除く。）を準用するものとする。

（３）分割の認可については、分割後において存続する事業者が、運行態様に応じ１．

（３）③、１（４）②、１（５）②の基準を満たさない申請については認可しない
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こととする。

（４）分割の認可については、商法等の一部を改正する法律（平成１２年法律第９０号）

附則第５条及び会社の分割に伴う労働契約の承継等に関する法律（平成１２年法律

第１０３号）に基づき、会社の分割に伴う労働契約の承継等が行われているもので

あること。なお、労働契約の承継等については、当該法律に基づく客観的な資料の

提出があること。

（５）合併及び分割並びに相続対象となる財産のうち、国庫補助金により取得した財産

であって、補助要綱等で定める処分制限期間内の財産の有無を確認し、当該処分制

限期間内の財産がある場合には、補助金適正化法第２２条に基づく財産処分の承認

を受けさせること。

なお、補助要綱等で定める処分制限期間内の財産の有無については、処分制限期間

内または外であることが確認できる書類の添付を求めて確認し、処分制限期間内の

財産がある場合には、当該財産処分の承認の申請の有無により確認することとする。

５．事業の管理の受委託の許可（法第３５条第１項）

『「一般乗合旅客自動車運送事業の管理の受委託（高速バス路線に係るものを除く。）

について」（平成１６年６月３０日付け国自総第１３９号、国自旅第７９号、国自整第

５１号）』、『「高速バスの管理の受委託について」（同日付け国自総第１４０号、国自

旅第８０号、国自整第５２号）』及び『「特定自動運行旅客運送の管理の受委託について」

（令和７年３月３１日付け国自安第２０７号、国自旅第３５２号、国自整第２７１号）』に定めると

ころにより行うものとする。

６．運送約款の認可（法第１１条第１項）

（１）公衆の正当な利益を害するおそれがないものであること。

（２）規則第１２条各号に掲げる事項が明確に定められているものであること。

７．協定の認可（法第１９条）

契約又は協定が公衆の利便を増進するものであること。

８．運賃等上限の認可（法第９条第１項）

『「一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金の上限の認可に関する処理方針」（平

成１３年１２月５日付け国自旅第１１６号）』、『「一般乗合旅客自動車運送事業の実施

運賃の届出及び変更命令に関する処理要領」（同日付け国自旅第１１７号）』、及び『「一

般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金に関する制度」（同日付け国自旅第１１８号）

』に定めるところにより行うものとする。

９．挙証

申請内容について、客観的な挙証があり、かつ、合理的な陳述がなされるものである

こと。また、上記１～８のほか、挙証等のために必要最小限の範囲で求める図面その

他の資料の提出があること。
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１０．申請の時期等

（１）申請時期

申請は随時受け付けるものとする。

（２）処分時期

申請を受理した事案は、原則として別に定める標準処理期間内に処分を行うもの

とする。

附 則

１．この公示は、平成１４年７月１日以降に処分するものから適用する。

２．この審査基準中、引用している各通達は、申請受付窓口に備え置くものとする。

３．事案の処理に際して、本審査基準に規定した要件以外は、『「一般乗合旅客自動

車運送事業の申請に対する処理方針」の細部取扱について』（平成１３年９月２

７日付け国自旅第９３号）により取り扱うこととし、当該通達は申請受付窓口

に備え置くものとする。

４．タクシー業務適正化特別措置法の違反による処分等には、平成１４年１月３１

日以前のタクシー業務適正化特別措置法の違反による処分等を含むものとする。

５．「一般乗合旅客自動車運送事業の申請に対する審査基準について」（平成１３年

１２月２７日付け公示第８３号）は、平成１４年６月３０日限りでこれを廃止する。

附 則

この公示は、平成１５年６月２３日以降に受理する申請から適用する。

附 則 （平成１６年７月２７日付け公示第５３号で一部改正）

この公示は、平成１６年８月１日以降に処分する申請から適用する。

附 則 （平成１７年４月２８日付け公示第８号で一部改正）

この公示は、平成１７年４月２８日以降に処分する申請から適用する。

附 則 （平成１８年９月２７日付け公示第５７号で一部改正）

この公示は、平成１８年１０月１日以降に申請するものから適用する。

附 則 （平成１９年８月６日付け公示第５５号で一部改正）

１ この公示は、平成１９年９月１０日以降に受理する申請から適用するものとする。

２ 「道路運送車両法の一部を改正する法律等の施行に伴う整備管理者制度の運用に

ついて」（平成１５年３月１８日、国自整第２１６号）の一部改正に伴い、整備管理

者の外部委託が禁止される者について、同通達の施行時点で外部委託を行っている一

般乗合旅客自動車運送事業者については施行日から２年間、施行前に一般乗合旅客自

動車運送事業の許可を申請したものについては、その申請による運輸の開始の日から
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２年間、外部委託を継続することを可能とする。

附 則（平成２０年６月３０日付け公示第２８号で一部改正）

この公示は、平成２０年７月１日以降に申請するものから適用する。

附 則（平成２１年９月３０日付け公示第６１号で一部改正）

この公示は、平成２１年１０月１日以降に受理する申請から適用する。

附 則（平成２２年８月２５日付け公示第４４号で一部改正）

この公示は、平成２２年９月１日以降に受理する申請から適用する。

附 則（平成２６年１月２７日付け公示第８６号で一部改正）

この公示は、平成２６年１月２７日以降に受理する申請から適用する。

附 則（平成２８年１２月２０日付け公示第６４号で一部改正）

この公示は、平成２８年１２月２０日以降に受理する申請から適用する。

附 則（令和元年９月２０日付け公示第５２号で一部改正）

この公示は、令和元年１０月１日以降に受理する申請から適用する。

附 則（令和６年３月２８日付け公示第１２８号で一部改正）

この公示は、令和６年３月２８日以降に受理する申請から適用する。

附 則（令和７年４月２４日付け公示第６号で一部改正）

この公示は、令和７年４月２４日以降に受理する申請から適用する。


